
　平成２３年３月２５日に開催されました第９６回通常総会において、
平成２２年度事業報告等が承認されました。以下にその概要をお
知らせします。

�．平成22年度事業報告・収支決算（H22.3.1～H23.2.28）
　平成２２年度は、前年度に決定された協会の活動組織に従い、
企画運営委員会の廃止、鉄鋼協会戦略会議の新設等の改革を進
め、また中期財務計画の初年度としてその実現に務めた。
　事業活動としては、�協会基本活動の活性化、�情報発信機
能の強化、�国際化の促進、�鉄鋼の学術・技術の活性化、�
他学協会との連携強化等を進めると共に、鉄鋼協会の今後の強
化活動項目として取り上げられた人材育成、政府の科学技術政
策への対応についても新たな事業活動を展開した。
　公益法人制度改革については、鉄鋼協会法人改革検討WG、
鉄鋼協会戦略会議での審議を踏まえ、平成２２年９月の理事会に
おいて一般社団法人を目指すことが議決され、これを受けて平
成２３年２月の評議員会及び臨時総会においてこれが確認された。
また、一般社団法人移行後の新たな代議員を選出するため、法
律で定める要件に沿った臨時代議員選挙規程を平成２３年２月の
理事会、評議員会及び臨時総会で議決し、移行準備作業を開始
した。
１．協会基本活動の活性化
　会員数、講演大会発表件数、論文誌への投稿論文数の増大を
学協会の基本活動として重点を置いている。
　会員数はリーマンショック後の景気変動の影響も受け、減少
傾向にあり、会員総数で９,４４４名、正会員７,９１８名、維持会員１８１
社で、昨年度と比較するとそれぞれ４６名、４１名、４社の減少で
ある。また、６０歳以上の会員の増加を目的に２１年から導入され
たシニア会員制度は１３７名以上が活用している。
　２１年度の講演大会は春季大会（筑波大学）の研究発表件数 が
３８１件、登録参加者数１,２７４名、秋季大会（北海道大学）の研究発
表件数 が６０５件、登録参加者数１,４３６名であり、秋季大会での発
表が多かった。学生ポスターセッションの発表は、春季大会４９
件に対して、秋季大会９０件で、これは過去最高の件数となった。
　投稿論文数は１～１２月の数字で見ると、「鉄と鋼」９４件、「ISIJ 
Int.」４９５件で、前年と比べると「鉄と鋼」が４４件の減、「ISIJ Int.」
が８６件の増加である。特に「ISIJ Int.」については海外からの投
稿数増加が著しい。掲載論文数は「鉄と鋼」９６件、「ISIJ Int.」２７５
件で、前年比では「鉄と鋼」が２９件の減、「ISIJ Int.」が３件の減
であり、「ISIJ Int.」では、返却率が増大した。２１年度から導入
されたシニア査読員制度及び査読報奨金制度は円滑な滑り出し
を見た。
２．情報発信機能の強化
　（独）科学技術振興機構が運営するJ-STAGEにおける「ISIJ　
Int.」をフリーアクセスとした。これに伴い海外からのアクセス
が急増した。電子査読システムはこれまでの試行作業を踏まえ
て２２年度から開始したものの、２４年度以降のJ-STAGEの査読シ
ステムの変更予定が伝えられたため、その対応を検討した。
３．国際会議・国際交流の促進
　製鋼冶金の革新的高度操作シンポジウム（東京）、金属産業の

環境・エネルギー日泊シンポジウム（福岡）、高温酸化・高温腐
食国際シンポジウム２０１０（湘南）が開催された。また第１２回日中
鉄鋼シンポジウムが名古屋で開催された。
４．鉄鋼の学術・技術の活性化
１）産学連携
　学術部会と技術部会による共同セミナー等を実施し、両
部会の活性化および産学連携の強化を図った。
　学術部会の活性化のため、「社会鉄鋼工学部会」と「環境エ
ネルギー工学部会」を統合し、「環境・エネルギー・社会工
学部会」を設置した。

２）鉄鋼研究の強化
　「産発プロジェクト展開鉄鋼研究」は２３年度実施に向けて
３件の応募があり、１件を採択した。
　２２年度から開始した�（シーズ）型研究会、�（ニーズ）型
研究会は、２３年度実施に向けて�型１２件、�型２件の応募
があり、それぞれ、４件、２件を採択した。２２年度から新
たな調整スキームとして会長調整枠を用意して全体調整を
行った。継続プロジェクトについては研究計画に従って実
施した。
　鉄鋼研究振興助成では１１８件の応募があり、４１件を採択し
た。

３）鉄鋼のプレゼンス向上
　日新製鋼（株）代表取締役社長鈴木英男氏による「経営ト
ップ特別講演：日新製鋼の技術戦略“錆との戦い”－お客様
とともに」を春季講演大会で実施した。

５．他学協会等との連携促進
　日本金属学会とは講演大会相互聴講、男女共同参画ランチョ
ンミーティングの開催、連携協議会の開催、関東支部の同居を
進めた。材料分野の学協会連携活動として、材料戦略委員会の
事務局を担当した。日本熱処理技術協会との事務所同居作業を
進めた。
６．人材育成
　３６回目となる鉄鋼工学セミナー（１５３名参加）、４回目となる学
生鉄鋼セミナー（３９名参加）、製鉄所見学支援（５６５名参加）、大
学特別講義（１２校）等の人材育成活動を行った。さらに、新規事
業として産学人材育成パートナーシップ事業の協会取込のため
の準備作業、企業経営幹部による大学特別講義の準備作業を行
った。
　西山記念技術講座では、「鋼管製造技術」、「CO２削減製鉄プロ
セス」、白石記念講座では、「低炭素社会の新機軸」をテーマに
開催した。
７．科学技術政策への対応
　総合科学技術会議での第４期科学技術基本計画の検討に対応
してパブリックコメント等の対応を行った。
　（独）科学技術振興機構の産学共創基盤技術開発では金属材料
分野からの提案も受けて「ヘテロ構造金属材料」の開発が推進さ
れることとなった。
　（独）新エネルギー産業技術総合開発機構が進める政策対応鉄
鋼技術調査を協会が鉄鋼系シンクタンク各社と共同で受託し、
調査を進めた。
　鉄鋼各社と（社）日本鉄鋼連盟、（財）金属系材料研究開発セン
ター及び鉄鋼協会の連絡組織である鉄鋼技術連絡会を立ち上げ、
今後の鉄鋼技術開発に向けて検討を行った。
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件に対して、秋季大会９０件で、これは過去最高の件数となった。
　投稿論文数は１～１２月の数字で見ると、「鉄と鋼」９４件、「ISIJ 
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�．平成23年度事業計画・収支予算（H23.3.1～H24.2.29）

活動方針
　平成２３年度の本会活動としては、�協会基本活動の活性化、
�情報発信機能の強化、�国際化の促進、�鉄鋼の学術・技術
の活性化、�他学協会との連携強化、�人材育成、�政府の科
学技術政策への対応等の実施に重点をおいた事業活動を展開す
る。
　本年度は公益法人制度における一般社団法人への移行作業を
進める。このため、前年度に制定された臨時代議員選挙規程に
基づき新法人移行時の代議員（社員）選挙、新法人に向けた定款
案の作成等、申請の準備を進め、新法人移行を平成２３年度の臨
時総会で議決し、平成２４年度に公益認定等委員会事務局に対し
て申請を行う。
　人材育成事業での新規事業である人材育成パートナーシップ
事業及び企業経営幹部による大学特別講義の円滑な立ち上げを
図る。

具体的な施策
１．協会基本活動の活性化
　関係する部会、委員会の主導のもと、具体的な取り組みを行
ない、会員数、講演大会発表件数、論文誌への投稿数の増加を
図る。シニア会員制度の浸透を図る。
　秋季講演大会は岩手大学（注）での単独開催となるので学生ポス
ターセッションの初日開催、ISIJビアパーティと懇親会の統合
等新たな企画を進める。
（注）後に、東日本大震災の影響により、開催地を大阪大学に変更。
２．情報発信機能の強化
１）「鉄と鋼」・「ISIJ Int.」の両論文誌の特集号の発刊等
を行ない、内容の充実に努める。

　　２４年度以降のJ-STAGEの査読システムに対応するため
使い勝手の良いシステムの検討、採用を図る。

　　シニア査読制度、査読者報酬制度、アクセスの増大等を
図り、論文誌のステータスの向上を目指す。

２）鉄鋼便覧第５版及び本会創立１００周年に発行する「鉄鋼
と合金元素」の作業を進める。

３．国際化の促進
　第８回日本―ノルディック諸国シンポジウム、第３回CO２削
減に向けての鉄鋼技術の進展国際シンポジウム（東京）等の国際
会議の開催を通じて国際交流を深める。

４．鉄鋼の学術・技術分野の活性化
１）本会の特色である産学連携の場を活用し、担当理事の総
括のもとで学術部会と技術部会との連携強化を継続する
とともに、新しい研究課題の発信を図る。

２）産発プロジェクト展開鉄鋼研究、�,�型研究会の広報
を進め、幅広いテーマの掘り起こし、次代の研究のシー
ズ提案に務める。

３）鉄鋼のプレゼンス向上を目的に、経営トップによる特別
講演を実施する。

５．他学協会等との連携
１）金属材料系学協会連携協議会を通じて、講演大会相互聴
講、男女共同参画合同委員会など日本金属学会と実のあ
る連携を進める。

２）材料戦略委員会の事務局として材料分野の学術・技術の
先導連携を強化する。

３） 事務所経費削減、学協会との連携強化の観点から日本
金属学会関東支部、日本熱処理技術協会との事務所同居
を進めたが、これらの成果が挙がるよう連携協力を進め
る。

６．人材育成
　１）学生鉄鋼セミナー、製鉄所見学支援に加えて新規事業と

して産学人材育成パートナーシップ事業の協会取込、企
業経営幹部による大学特別講義の円滑な立ち上げを図る。

２）企業技術者の育成事業である鉄鋼工学セミナー、専科、
アドバンストセミナーは企業の人材ニーズに対応した展
開を図る。

３）西山記念技術講座・白石記念講座等の内容の充実を図る。
７．科学技術政策への対応
　１）２３年度から始まる第４期科学技術基本計画に対応し鉄鋼

技術の強化のため関係機関との協力を進める。
２）（独）科学技術振興機構の産学共創基盤技術「ヘテロ構
造金属材料」の開発については提案組織の一員として必
要な協力を行う。また、経済産業省及び（独）新エネル
ギー産業技術総合開発機構が進める鉄鋼技術ロードマッ
プ作業に向けて必要な協力を行う。

３）鉄鋼技術連絡会の場を活用して新規の鉄鋼技術プロジェ
クトの検討を行う。

８．新たな活動に向けた取り組み
　国際活動戦略、産学官連携のあり方等今後の鉄鋼協会の活動
について検討を進める。
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